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（百万円未満切捨て）
１．平成26年３月期中間期の連結業績（平成25年4月1日～平成25年9月30日） 
（１）連結経営成績                                                 （％表示は、対前年中間期増減率）

 営業収益 営業利益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
26年３月期中間期 139,844 △3.5 5,261 △26.8 5,439 △25.2 2,920 △30.6
25年３月期中間期 144,871 9.8 7,187 6.5 7,272 6.4 4,211 23.4
（注）包括利益 26年３月期中間期 2,916 百万円(△31.2 ％) 25年３月期中間期 4,240 百万円（ 22.8％）

１株当たり
中間純利益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり中間純利益

円 銭 円 銭
26年３月期中間期 108.16 ―
25年３月期中間期 155.97 ―

（２）連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円 銭
26年３月期中間期 524,274 45,162 8.5 1,658.72
25年３月期 516,503 42,413 8.1 1,550.56

(参考)自己資本 26年３月期中間期 44,785 百万円 25年３月期 41,865 百万円

２．平成2６年３月期の連結業績予想（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通  期 377,500 △12.9 1,300 △78.6 1,500 △75.8 500 △83.3 21.25

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：有・無



３．その他 

（１）当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更に伴う特定子会社の異動） ：有・無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有・無
② ①以外の会計方針の変更 ：有・無
③ 会計上の見積りの変更 ：有・無
④ 修正再表示 ：有・無

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 26年3月期中間期 27,000,000株 25年3月期 27,000,000株
② 期末自己株式数 26年3月期中間期 ‐ 株 25年3月期 ‐ 株
③ 期中平均株式数(中間期) 26年3月期中間期 27,000,000株 25年3月期中間期 27,000,000株

（個別業績の概要） 
１．平成26年３月期中間期の個別業績（平成25年4月1日～平成25年9月30日） 
（１）個別経営成績                                                           （％表示は、対前年中間期増減率）

 営業収益 営業利益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
26年３月期中間期 138,607 △3.6 4,602 △28.2 5,019 △24.1 2,920 △26.0
25年３月期中間期 143,840 9.9 6,405 4.7 6,616 3.8 3,944 18.9

１株当たり
中間純利益

円 銭
26年３月期中間期 108.16
25年３月期中間期 146.10

（２）個別財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円 銭
26年３月期中間期 509,411 37,655 7.4 1,394.64
25年３月期 505,624 34,734 6.9 1,286.47

(参考)自己資本 26年３月期中間期 37,655 百万円 25年３月期 34,734 百万円

２．平成26年３月期の個別業績予想（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通  期 374,800 △13.1 400 △86.9 800 △74.8 100 △91.0 5.66

※ 中間監査手続の実施状況に関する表示 
・この中間決算情報は、金融商品取引法に基づく中間監査手続の対象外であり、この中間決算情報の開示時点において、金融商品取引法に基
づく中間財務諸表の監査手続は終了しております。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・前述の連結業績予想及び個別業績予想に記載している数値は、当社が現在入手している情報を基礎とした判断及び仮定に基づいており、判
断や仮定に内在する不確実性及び今後の事業運営等による変動可能性に照らし、将来における当社の業績と異なる可能性があります。な
お、上記の不確実性及び変動可能性を有する要素は多数あり、次のようなものが含まれます。
 （１）経済情勢の変動 
 （２）自然災害等の発生 
（３）訴訟に関するリスク 
以上の不確実性及び変動要素全般に関する詳細については、当社の有価証券報告書をご参照下さい。また、業績予想の前提となる条件等に
ついては、中間決算情報（添付資料）５ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。
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１．当中間期の連結業績等に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

①  当期の経営成績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興が加速されるとともに、

景気回復の動きが確かなものとなることが期待され、輸出が持ち直し、企業収益の改善により

家計所得や投資の増加傾向が続き、全体として景気は、緩やかな回復がみられました。

当社においては、首都高速道路の基本料金について、料金圏のある均一料金から、より利用

しやすい、料金圏のない距離別料金（500円～900円）へ平成24年１月１日から移行しまし

た。 

利用交通量は、大型車が前年同期比2.5％増、普通車は0.0％減となり、全体としては0.2％

増の175.3百万台（95.8万台/日）となっております。 

高速道路事業以外の事業として、５箇所の都市計画駐車場等の駐車場事業、首都高速道路上

の20箇所のパーキングエリアの運営及び管理等を展開してまいりました。

この結果、当中間連結会計期間の営業収益は前年同期比3.5％減の139,844百万円となり、

営業利益は前年同期比26.8％減の5,261百万円、経常利益は前年同期比25.2％減の5,439百

万円、法人税等を控除した中間純利益は前年同期比30.6％減の2,920百万円となりました。

セグメントごとの業績の概要は下記のとおりであります。 

なお、セグメント別の売上高及び営業損益にはセグメント間取引を含んでおります。 

② 主な事業セグメント別の状況 

[高速道路事業] 

 営業収益 

当社グループは、首都高速道路のネットワーク整備の推進と営業路線の清掃・点検等の適正

な管理を24時間365日体制で実施しており、営業路線延長は301.3kmとなっております。 

料金所周辺での渋滞緩和やお客様のキャッシュレス化による利便性の向上等を図るため、従

来からＥＴＣの普及に努めているところです。距離別料金移行後のＥＴＣの利用率は、現金利

用のお客様のＥＴＣ利用への転換が進んだことにより平成25年９月平均が91.8％となり、前

年同月比0.7％増となっております。 

また、お客様サービスの一層の向上のため、ドライバー向けの情報に特化したカスタマーサ

イトの改善、またグリーンポストやお客様満足度調査等を通じて得られたお客様の要望や意見

を各種改善に反映し、サービス向上に努めてまいりました。 

さらに、お客様に、より安全・快適に首都高速道路をご利用いただくため、走行環境の改善
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や安全対策の実施等を行ってまいりました。

このような状況の中で、営業収益のうち、料金収入は、大口・多頻度割引の適用が増加した

ことなどにより、前年同期比0.6％減の128,618百万円となりました。 

高速道路の新設については、首都高速道路の最大の課題である渋滞を解消すべく、中央環状

線の最終区間である中央環状品川線（高速３号渋谷線～高速湾岸線間9.4km）の平成26年度

中の開通に向け事業推進に努めるほか、平成24年度から新たに横浜環状北西線の事業に着手

するなど６路線28.3kmの整備を行ってまいりました。

また、高速道路の改築等については、出入口増設等事業として王子南出入口等の整備、構造

物の長期的使用を実現するため、鋼床版の補強工事や、ＲＣ床版の補強としての炭素繊維シー

ト補強などの予防保全対策を継続して行うとともに、舗装の打ち替え等営業中路線において必

要となる構造物等の更新を行ってまいりました。

営業収益のうち、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機構」といいま

す。）への債務引渡しに伴う道路資産完成高は前年同期比50.8％減の5,788百万円となりまし

た。 

以上の結果、営業収益は前年同期比4.8％減の134,453百万円となりました。 

 営業利益

平成18年３月31日に当社が機構と締結し、平成25年３月21日付で一部変更しました「都道

首都高速１号線等に関する協定」（以下「協定」といいます。）に基づく機構への賃借料の支払

いや管理費用の支出等により、営業費用は前年同期比3.5％減の129,680百万円となり、営業

利益は前年同期比30.2％減の4,773百万円となりました。 

 [駐車場事業] 

 営業収益 

都市計画駐車場及び高架下等駐車場において、お客様にご利用しやすい料金の設定による定

期駐車や時間貸し駐車の営業を行ってまいりました。営業収益は前年同期比4.1％増の1,395

百万円となりました。 

 営業利益

主に駐車場の管理費用等の減少により、営業費用は前年同期比2.3％減の1,061百万円とな

り、営業利益は前年同期比31.2％増の333百万円となりました。 

[受託事業] 

 営業収益 

国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、修繕等を実施した結果、営業

収益は前年同期比89.3％増の3,218百万円となりました。 
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 営業利益

営業費用は前年同期比88.2％増の3,217百万円となり、営業利益は０百万円（前年同期は

営業損失９百万円）となりました。 

[その他の事業] 

 営業収益 

休憩所等事業として、首都高速道路上20箇所のパーキングエリアにおいて、お客様が気軽

に立ち寄れる都市型パーキングエリアを目指し、より利用しやすい施設の運営を実施してまい

りました。 

また、高速２号目黒線高架下賃貸施設及びトランクルーム、高速埼玉大宮線与野ジャンク

ション付近の利便増進施設及び社宅跡地を利用した不動産賃貸施設「トリアス新百合ヶ丘」の

運営及び管理並びに当社グループが長年培ってきた技術力を活かしたコンサルティング事業等

を行ってまいりました。

営業収益は前年同期比17.6％増の968百万円となりました。 

 営業利益

営業費用は前年同期比13.2％増の815百万円となり、営業利益は前年同期比48.9％増の

153百万円となりました。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

総資産は、524,274 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 7,771 百万円増加となりまし

た。主な増加は、建設中高速道路の進捗による仕掛道路資産28,158百万円、主な減少は、短

期貸付金43,989百万円になります。 

負債は、前連結会計年度末に比べ 5,022 百万円増加し、479,112 百万円となりました。主

な増加は、道路建設関係長期借入金の87,220百万円、主な減少は、一年以内返済予定長期借

入金の57,389百万円になります。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ2,748百万円増加し、45,162百万円となりました。こ

れは主に、中間純利益2,920百万円の計上による利益剰余金の増加になります。

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の8.1％から8.5％となりました。
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（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成 26 年 3 月期の通期業務見通しとしては、料金収入については、2,550 億円と前年度

3月期に比して、7億円の減を見込んでいます。これは、大口・多頻度割引の適用増の影響な

どによるものです。 

高速道路事業については、営業中路線において構造物損傷の削減に取り組むなど安全で安

心なサービスの提供に努めてまいります。 

また、駐車場事業等については、お客様のご要望に合致した施策に努めてまいります。

このような状況の中で、当社グループの連結の営業収益としては、高速道路事業において

料金収入が 2,550 億円、道路資産完成高が 820 億円、高速道路事業以外の事業の収益 408

億円と合わせて、合計 3,775 億円を見込んでいます。この結果、経常利益は 15 億円、当期

純利益として5億円を見込んでいます。


